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１ 第４期における活動状況 

 

１．第４期における検討課題 

第４期（2019 年４月～2021 年３月）は、金融・証券に関する内容が拡充された新学習指導要

領が、2021年度から中学校で全面実施、2022年度から高等学校で年次進行により実施される

ことを踏まえ、金融・証券に関する学習内容を指導する教育現場の教員を支援するため、教師用指

導案の制作などに取り組んだ。 

 

２．活動の概要 

（１）教師用学習指導案「中学校 公民 学習指導案（金融・経済）」の制作 

2019年 10月、新学習指導要領において拡充された金融や証券に関する学習内容の具体的な

指導方法を取りまとめるため、本研究会の下部組織として、教師用指導書等制作部会（部会長：栗

原久氏、副部会長：樋口雅夫氏）を設置した。 

今期は、2021 年度からの中学校における新学習指導要領の全面実施に向け、中学校の教師用

学習指導案「中学校 公民 学習指導案（金融・経済）」を制作した。同指導案は、学習指導要領に準

拠し、中学校社会（公民的分野）における金融・経済と関わりの深い内容を中心に取り上げ、契約や

消費者問題などの消費者教育、家庭科との連携も意識しつつ、生徒の主体的・対話的で深い学び

が実現できるよう工夫した。 

また、2021年度の完成を目指し、高等学校向けの教師用学習指導案の制作を進めている。 

 

○ 事務局（日本証券業協会。以下「日証協」。）において、2021 年３月に全国の中学校・高等学校及び教育

委員会（都道府県・市町村）に案内リーフレットを送付し、周知を図るとともに、ウェブサイトに掲載し、閲

覧及びダウンロードできるようにしたほか、希望する教員には冊子での提供も行った。 

 

日証協ウェブサイト （学習指導案（金融・経済関連）） 

https://www.jsda.or.jp/about/kaigi/chousa/kenkyukai/shidoan.html 

 

中学校 公民 学習指導案（金融・経済関連） 

【監修者】 東洋大学文学部 教授 栗原 久 氏、 玉川大学教育学部 教授 樋口雅夫 氏 

目     次 執筆者 

1．消費生活における経済学の基礎的・基本的概念の活用等 
信州大学 教職支援センター 

准教授 田村 徳至 氏 

２．契約と消費者問題～お金のトラブルに巻き込まれないためには～ 〃 

3.生産と労働 

3-1 資本主義経済と企業 

3-2 私たちの生活と金融機関、景気と金融政策 

3-3 労働の意義と労働者の権利 

3-4 働きやすい職場を築くために 

東京都練馬区立大泉中学校 

主幹教諭 石本 貞衡 氏 

４．市場経済、起業と金融 

4-1 市場経済と貨幣 

4-2 金融と株式会社の仕組み 

4-3 株価の変動と企業の社会的責任 

4-4 株式会社の起業 

4-5 金融の必要性 

東京都町田市立薬師中学校 

主任教諭 田代 憲一 氏 

５．人生のさまざまなリスクに対する自助、共助、公助の役割 
信州大学 教職支援センター 

准教授 田村 徳至 氏 

https://www.jsda.or.jp/about/kaigi/chousa/kenkyukai/shidoan.html
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（２）事務局と連携した活動等 

 ① 教員免許状更新講習のコンテンツ改訂 

   本研究会では、新学習指導要領の実施を踏まえ、事務局（日証協）と協働し、公益財団法人才能

開発教育研究財団が開設する教員免許状更新講習のｅラーニングのコンテンツ（動画・テキスト）を

改訂した。2021 年度から実施される改訂版コンテンツ「子供たちに伝えたい金融リテラシー入門」 

の講習内容、講師は下表のとおりである。 

なお、新学習指導要領において金融や証券に関するに関する学習内容が拡充されたことに加え、

新型コロナウイルス感染症の影響により、ｅラーニングによる受講の需要が高まったことから、

2020年度の受講者数は前年度比 63パーセント増の 1,822名であった。 

  

「子供たちに伝えたい金融リテラシー入門」 ～知って役立つおカネとの関わり方～ 

講 習 内 容 講  師 

教員免許状更新講習 

 「子供たちに伝えたい金融リテラシー入門」 のガイダンス 

鳴門教育大学 大学院学校教育研究科 

 特命教授 西村 公孝 氏 

金融経済教育概論  

  生きる力を育むための金融経済教育 

神戸大学 経済経営研究所 

 教授 家森 信善 氏 

社会科・公民科における金融経済教育の視点 

  －金融を通じた社会とのかかわり－ 

東洋大学 文学部 

 教授 栗原 久 氏 

家計および消費行動からみた金融経済学習 
横浜国立大学 

名誉教授 西村 隆男 氏 

体験型学習による金融経済教育の実践事例 
鳴門教育大学 大学院学校教育研究科  

 特命教授 西村 公孝 氏 

※ 役職は 2021年３月現在 

 

② 金融経済教育に関する論説の公表 

   本研究会の西村公孝委員と事務局の鎌田賢一郎上席次長が共同し、「新科目『公共』の授業準備

に向けた金融経済教育の課題支援」と題する論説を取りまとめた。同論説は、鳴門社会科教育学会

の「社会認識教育学研究」第 35号（2020年）に掲載された。 

   同論説では、高等学校公民科の新科目「公共」の実践的課題を明確にし、教育現場の実態調査結

果を参考に課題支援の在り方を明示するとともに、実際に金融経済教育を授業で実施するための

支援事例として、教材の開発・提供及び教員向けセミナーを紹介し、事後のアンケート結果からそ

れらの有効性について論じた。 

 
○ 鳴門教育大学学術研究コレクション（論説掲載ウェブページ） 

https://naruto.repo.nii.ac.jp/?action=pages_view_main&active_action=reposito

ry_view_main_item_detail&item_id=28864&item_no=1&page_id=13&block_id=40 

  

https://naruto.repo.nii.ac.jp/?action=pages_view_main&active_action=repository_view_main_item_detail&item_id=28864&item_no=1&page_id=13&block_id=40
https://naruto.repo.nii.ac.jp/?action=pages_view_main&active_action=repository_view_main_item_detail&item_id=28864&item_no=1&page_id=13&block_id=40
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２ 議論の経過  

第４期 金融経済教育を推進する研究会 

2019年７月 21日（日）10：30～12：00 

議 案 １．第４期研究会の取組み方針（案）について 

２．その他 

主な内容  第４期に新たに就任した委員の紹介後、事務局から配付資料に基づき説明

し以下の点について意見交換等を行った。 

 

１．第４期研究会の取組み方針（案）について 

（１） 「新学習指導要領」実施を踏まえ、今回記載が拡充された金融や証券に

関する学習内容等について、｢どうすれば生徒に分かりやすく伝えられる

か｣、｢どうすれば生徒に興味・関心を持ってもらえるか｣など、具体的な指

導方法や解説内容等を検討の上、取りまとめることとされた。 

（２）上記（１）の具体的内容を検討するため、本研究会の下部組織として部会

を設置することとなった。 

（３）上記（２）の部会のメンバーについては、座長一任とされた。 

 

２．その他 

 本研究会委員が講師となって講習コンテンツを制作した金融リテラシーに

関する教員免許状更新講習の受講状況についての報告があった。 

以 上 

 

※ 第４期研究会は 2021年３月末をもって終了するが、引き続き、本研究会の活動を継続すること

とし、2020年 12月６日及び 2021年３月 13日に第５期研究会の検討課題について意見交

換を行った。 
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金融経済教育を推進する研究会 教師用指導書等制作部会 

  

第１回  2019年 10月 19日（土）13：00～15：00 

議 案 １．本部会の取り組み方針等について 

２．成果物に関する制作方針について 

３．今後の進め方について 

 

 

第２回  2020年 11月 15日（日）17：00～18：15 

議 案 １．中学校向け教師用指導書について 

２．高等学校向け教師用指導書の制作について 
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３ 委員名簿 

 

「金融経済教育を推進する研究会」委員名簿 

 

座 長 吉 野 直 行 ( 
金融庁金融研究センター 
慶 應 義 塾 大 学 

セ ン タ ー 長 
名 誉 教 授 ) 

委 員 石 本 貞 衡  ( 練 馬 区 立 大 泉 中 学 校 主 幹 教 諭 ) 

 〃 祝 迫   得 夫 ( 一橋大学  経済研究所 教 授 ) 

 〃 鹿 毛   雄    二 ( アセットマネジメント One 社外取締役 ) 

 〃 川 北 英 隆 ( 
京 都 大 学 
同大学院経営管理研究部 

名 誉 教 授 
特 任 教 授 ) 

 〃 北 野 友 士 ( 
大 阪 市 立 大 学 
経営学研究科 ・商学部 准 教 授 ) 

 〃 栗 原  久 ( 東 洋 大 学  文 学 部 教 授 ) 

 〃 髙 橋 勝 也 ( 名古屋経済大学  法学部 准 教 授 ) 

 〃 田 代 憲 一 ( 町 田 市 立 薬 師 中 学 校 主 任 教 諭 ) 

 〃 塚 本 章 人 ( 元  BS 朝日常務取締役  ) 

 〃 西 村 公 孝 ( 
鳴 門 教 育 大 学 
同大学院学校教育研究科 

特 命 教 授 ) 

 〃 西 村 隆 男 ( 横 浜 国 立 大 学 名 誉 教 授 ) 

 〃 塙  枝 里 子 ( 東京都立農業高等学校 主 任 教 諭 ) 

 〃 樋 口 雅 夫 ( 玉 川 大 学  教 育 学 部   教 授 ) 

 〃 村 上 恵 子 ( 
県 立 広 島 大 学 
経 営 情 報 学 部 教 授 ) 

 〃 山 口 博 教 ( 北 星 学 園 大 学 名 誉 教 授 ) 

〃 家 森    信    善 ( 
神 戸 大 学 
経 済 経 営 研 究 所 教 授 ) 

 

以  上  1 7  名 

     （五十音順・敬称略） 

※役職は 2021年３月現在 

 

※  ２０１９年４月１日付で樋口 雅夫氏が就任 

※  ２０２０年３月 31日付で石毛 宏氏が退任 
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「金融経済教育を推進する研究会 教師用指導書等制作部会」委員名簿 

 

部会長 栗 原  久 ( 東 洋 大 学  文 学 部 教 授 ) 

副部会長 樋 口 雅 夫 ( 玉 川 大 学  教 育 学 部   教 授 ) 

委 員 石 本 貞 衡 ( 練 馬 区 立 大 泉 中 学 校 主 幹 教 諭 ) 

〃 岩 澤 未 奈 ( 東京都立国際高等学校 主 任 教 諭 ) 

〃 髙 橋 勝 也 ( 名古屋経済大学  法学部 准 教 授 ) 

〃 髙 橋 桂 子 ( 実践女子大学生活科学部 教 授 ) 

 〃 田 代 憲 一 ( 町 田 市 立 薬 師 中 学 校 主 任 教 諭 ) 

〃 田 村 徳 至 ( 
信 州 大 学 
教 職 支 援 セ ン タ ー  准 教 授 ) 

〃 西  祐 貴 子   ( 筑波大学附属高等学校 教 諭 ) 

 〃 塙  枝 里 子 ( 東京都立農業高等学校 主 任 教 諭 ) 

 

  以 上 1 0 名 

     （五十音順・敬称略） 

※役職は 2021年３月現在 

 

以   上 
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金融経済教育を推進する研究会 

【 事務局 】 

日本証券業協会 

金融・証券教育支援本部 金融・証券教育支援センター 

〒103－0027 東京都中央区日本橋2-11-2 太陽生命日本橋ビル10階 

TEL：03－6665－6767   


